米原町「市町村合併を問う住民投票」を見る
　「市町村合併を問う住民投票」が滋賀県米原町で、3月31日（日）に実施された。合併問題の

住民投票では、昨年5月に実施された埼玉県上尾市に続いて全国で２例目、合併案が可決された

例は初めてである。産廃、可動堰、原発など、他のテーマを問う住民投票住民投票の実施例を

含めて、7例目となる。

　今回、マスコミでも注目されたのは、国内で初めて永住外国人にも投票権を与えてことである。

該当者31人のうち、13人が投票に参加した。

1)投票日の前々日の3月29日（金）に、行政の取り組みや住民の反応を見たくて現地を訪問した。

同町の市町村合併への取り組みは、将来の町づくりへの問題提起であった。

　平成12年から、米原町が合併問題フォーラムを各地域で33回開催し、必ず村西町長が出席した。

そのパンフレットに、地域のことは地域で決め、地域が責任を持って推進して行くことがますます

重要になる、とある。

　「自らによるまちづくり」を進めるため、「自己決定、自己責任、自己負担」のもと、従来の

「国と地方」「住民と行政」の関係を、新しい時代に即した関係につくりかえることが求められる、

としている。

　そのうえで、地方自治体には、基礎的な行政サービスを提供できることとあわせて、地域課題に

主体的に取り組み解決に導く政策が形成できること、さらにこれを支える健全な財政力を備える

ことが不可欠となり、これを可能とする有効な手段が、市町村合併である、と位置づけている。

2)住民投票の実施段階でも、有権者に対して積極的な情報提供が行われた。町の公式ホームページ

での「将来のまちづくりと市町村合併」特集や住民投票公報まで発行された。住民投票公報も実に

ユニークで、投票の対象となる「４つの選択肢」だけでなく、推進団体の主張やそれぞれの賛成・

反対意見を掲載している。さらに、町議会議員13人の「４つの選択肢」に対する見解まで掲載

する念の入れようである。

　また、公職選挙法が適応されないことから、公共施設での各推進団体のパンフレット配布や

ポスターの掲示が行われた。立会演説会「未来のまちへのメッセージバトル」が、町住民投票

実施本部の主催により、投票日の前２日間にわたって実施され、選択肢の合併対象となる彦根市、

長浜市、山東町、伊吹町などの首長・商工会議所会頭・青年会議所代表などを迎え、支持する

町議会議員らが参加した。各会場は、有権者で溢れかえった。

3)投票結果は、有資格者9,765人、投票率69.6%（成立条件は50%以上）、坂田郡単独2,663票、

湖東地域1,880票、湖北地域1,441票、合併しない765票、無効47票となった。

　村西町長は「判断は天の声であり、重く受け止めている。民意に沿った町の将来が実現できる

よう協議したい」とコメントした。

4)有権者も、住民投票を通じて自分たちの町に関心を寄せ、住民と行政の関係について当事者の

立場で考えるよい機会であったといえる。米原町役場前で住民投票告示看板を眺めていたところ、

住民から「あなたは、どの案に賛成か」と声をかけられた。「奈良県から、住民投票の見学に来た」

ことを説明したところ、チラシを手渡し自分たちの立場や考え方を懇切丁寧に説明してくれた。

こうした光景が、町内のどこでも見受けられるであろうことは想像に難くない。それは、70%近い

投票率の高さにも現れている。

5)資格を付与された永住外国人13人が投票に参加したことも注目された。村西町長によると、

条例制定段階から町内外から多くの賛否両論が多く寄せられた、なかには脅迫めいた投書もあった

という。

　地方行政では、国籍より住民であることが大切であり、納税しているのなら地域のことに

意見をいうのは当たり前と考えるのが自然である。国内に永住権を持つ外国人は約65万人とされ、

米原町の取り組みは大きく評価されるべきである。

　常設型住民投票条例を先に制定している愛知県高浜市でも、この例にならって６月議会で

条例改正を行い、永住外国人に投票権を与える予定（＊）と伝えられている。この動きは、

各地に広がるものと思われる。

（＊）高浜市の住民投票条例は14年６月議会で改正され、永住外国人と満18歳以上の住民にも

　　　投票資格を拡大した。

